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インフラ老朽化対策（戦略的な維持管理・更新の推進）

Ⅰ.計画的・集中的な修繕等の確実な実施による「予防保全」への
本格転換

内部の鉄筋が露出した橋梁

クラックが⽣じた河川護岸

Ⅱ.新技術・官⺠連携⼿法の普及促進等によるインフラメンテナンス
の⽣産性向上の加速化

ドローンを活⽤した砂防関係施設点検

Ⅲ.集約・再編やパラダイムシフト型更新等のインフラストックの
適正化の推進

舶⽤エンジンの改良型

⾞両系エンジン

台数分割

イメージ施設更新時にマスプロダクト型への推進により、
コスト縮減・リダンダンシー確保を実現

事後保全段階の橋梁補修

事後保全 予防保全

トータルコスト

予防保全段階の橋梁補修

損傷が軽微な段
階で修繕。機能
を維持し、維持
管理費用を縮減

塗装劣化やさび
を確認した時点
で修繕を実施

2018年度 2048年度(30年後)

5.2

約５割縮減
約2.4倍増加

単位︓兆円

6.5

12.3■ 事後保全
■予防保全

約1.3倍増加

○ 「国⺠の安全・安⼼の確保」「持続可能な地域社会の形成」「経済成⻑の実現」の役割を担うインフラの機能を、将来にわたって適切に
発揮させていくため、「持続可能なインフラメンテナンスの実現」を⽬指す。

○計画的・集中的な修繕等の実施による予防保全への本格転換の加速化や、新技術の普及促進等によるメンテナンスの⽣産性向上の
加速化、集約・再編等によるインフラストックの適正化等の取組を推進していく。

加重によるひび
割れが深刻化し、
抜け落ちてし
まった床版

床版の打ち替え
が必要になるなど、
大規模な修繕が
必要に

電磁波レーダー搭載⾞を活⽤した床版上⾯の調査

撤去

交通の集約

＜集約に伴う撤去＞

⽼朽化が進展した跨線橋を撤去し隣接橋へ機能を集約

損傷した海岸護岸

陥没した港湾施設のエプロン

【インフラメンテナンス国⺠会議】
産学官⺠が参画する国⺠会議の会員数は2,000者
を突破。これまでに約130回の各種イベントを開催し、
８技術・延べ７３件の社会実装を創出。

スマートフォン搭載のイメージ

【マッチングによる社会実装例】
⾃動⾞にスマートフォンを搭載し、⾛⾏して収集した
加速度情報の解析により路⾯の凸凹状況を把握

・予防保全の管理基準
を下回る状態への集中
的な修繕等を推進
・予防保全型インフラメン
テナンスサイクルへ早期に
移⾏し、将来の維持管
理・更新費の抑制を図る

■事後保全と予防保全のメンテナンスサイクル

■将来の維持管理・更新費の推計結果

■早期に措置が必要な施設は多数存在

■新技術の導入事例 ■インフラメンテナンス国民会議を通じた新技術導入の
マッチング支援

・メンテナンスに携わる⼈的資源が不⾜する地⽅公共団体等が、効率的に
インフラメンテナンスを実施するため、新技術等の導⼊促進を⽀援

・地域社会の変化や将来のまちづくり計画等を⾒据え、必要性の減少や
地域のニーズに応じたインフラの集約・再編の取組を推進

■集約・再編の事例

■パラダイムシフト型更新の検討

30年間の合計
（2019〜2048年度）

事後保全 約280兆円

予防保全 約190兆円

約3割
削減

国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）
令和３年度～令和７年度 （令和３年６月１８日策定）

主な取組の概要

供⽤期間

事後保全の
管理⽔準

機
能
健
全
性

予防保全の
管理⽔準
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予防保全型のインフラ老朽化対策への転換

○早期の安全・安⼼の確保、及び将来の維持管理・更新費の抑制を図るため、 「防災・減災、国⼟強靱化のための５か年加速化対策」
等を踏まえ、各所管分野における施設の修繕率を数値指標として設定し、予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けたインフラ
⽼朽化対策の更なる加速化・深化を図る。

【道路（橋梁）】 地方公共団体が管理する道路の緊急又は早期に対策を講ずべき施設
の修繕措置率 （R1:約34%→R7:約73%）

【河川】 予防保全の考え方に基づく内水排除施設等の長寿命化対策実施率
（R1:0%→R7:100%）

【ダム】 健全度評価において速やかに措置と判定されたダム管理施設の解消率
（R1:82%→R7:96%）

【砂防】 健全度評価において要対策と判定された砂防関係施設の解消率
（R1:91.7%→R7:92.4%）

【海岸】 予防保全に向けた海岸堤防等の対策実施率 （R1:84%→R7:87%）
【下水道】 計画的な点検調査に基づく下水道管路の老朽化対策を完了した延長の割合

（R1:0%→R7:100%）
【港湾】 老朽化した港湾施設のうち、予防保全型の対策を導入し、機能の保全及び

安全な利用等が可能となった割合 （R2:83%→R7:87%）

「第５次社会資本整備重点計画」や「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」等において
施設の修繕率を数値指標として設定し、取組を推進

予防保全の考え方に基づくインフラメンテナンスへの転換

緊急または早期に措置すべき社会資本に対する
集中的な修繕等の対策を推進
（道路施設の老朽化対策）

施設の老朽化例 樋門のフラップ化に
よる省人化

「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（令和２年12月11日閣議決定）」

・施設点検の結果、予防保全の管理⽔準を下回る状態の施設が多数存在。
例えば、橋梁については、全橋梁のうち約１割が早急に修繕等の対応が必要な状況。
・予防保全へ転換するには、これらの施設に対して修繕等を実施し機能を回復させる必要。

・交付⾦による⽀援のほか、個別補助制度※により、地⽅公共団体のインフラ⻑寿命化対策に対して計画的・集中
的な財政的⽀援を実施。 ※道路メンテナンス事業補助制度、⽔⾨等の⼤規模更新事業（いずれも2020年度創設）

気候変動に伴い激甚化・頻発化する気象災害や切迫する⼤規模地震、また、メンテナンスに係るトータルコスト
の増⼤を招くのみならず、社会経済システムを機能不全に陥らせるおそれのあるインフラの⽼朽化から、国⺠の⽣
命・財産を守り、社会の重要な機能を維持することができるよう、防災・減災、国⼟強靱化の取組の加速化・深
化を図るため、
・激甚化する⾵⽔害や切迫する⼤規模地震等への対策（78対策）
・予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた⽼朽化対策（21対策）
・国⼟強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進（24対策）
を柱として、令和7年度までの5か年に追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集中的に対策を講ずる。

河川管理施設等の老朽化対策 高経年の公営住宅の老朽化対策 空港の老朽化対策

【空港】 予防保全を適切に実施した割合 （R1:100%→R7:100%）
【鉄道】 令和元年度までの施設検査の結果、耐用年数を超えて使用している又は

老朽化が認められるような、予防保全が必要な鉄道施設の老朽化対策の
完了率 （R2:14%→R7:100%）

【自動車道】 措置が必要な施設の修繕率 （R2:0%→R7:100%）
【航路標識】 老朽化等対策が必要な航路標識の整備率 （R2:55%→R7:79%）
【公園】 予防保全の考え方に基づく都市公園長寿命化対策実施率

（R1:36%→R7:100%）
【公営住宅】 特に老朽化した高経年の公営住宅の更新の進捗率 （R7:85%）
【官庁施設】 Ｒ２年度時点で措置が必要な官庁施設の長寿命化対策実施率

（R2:24%→R7:100%）

予防保全型インフラメンテナンスの転換に向けた施設の修繕率

供用期間

事後保全の
管理水準

機
能
健
全
性

予防保全の
管理水準

×
×
×

Ｄ

施設Ａ

Ｃ

Ｅ

Ｂ
××

予防保全 ： 施設の機能や性能に不具合が発生する前に修繕等の対策を講じること。

事後保全 ： 施設の機能や性能に不具合が生じてから修繕等の対策を講じること。

2



3

〜H30 R5R1〜R2

Before

ロードマップ

R3 R4

元施策

PRISM

インフラ施設の老朽化対策

・モデル自治体 (計21自
治体)の DB整備

・実務でDB活用を試行
・国土交通DPFとの接続
試行

・道路構造物の点検・診断データをデータベース化し、
一元的に処理・解析が可能な環境を構築

・APIを活用し、データベースを民間にも公開
・国土交通データプラットフォームともAPIでデータ連携

・ 他のインフラに

展開するための
仕様やマニュア
ル等の検討

全国維持管理データベースの整備・活用

・２巡目点検（令和元～５年度）
・各管理者（国や自治体）による
インフラ点検データベース整備

・ １巡目点検
（平成26～30年度）

・SIP
第一期

山形県道路橋梁メ
ンテナンス統合DB
システム開発

共有
API

モデル自治体等が核となり近隣自治体へ広域的展開を検討自治体独自施策

目標：全国のインフラ維持管理データのオープン化

○全国のインフラの点検データは国土交通
省に報告されているが、自治体ごとの集
計データ又はエクセル形式で数項目のみ
整理したデータしかオープン化出来ていない。

○国に報告された点検データが、地公
体や大学、民間コンサル等にフィード
バックできていない。

○約６割の地公体で、点検結果等が
検索可能なデータ形式として整理
されていない（H30時点）

○点検データについて、 国土交通データ
プラットフォームと連携しオープン化。
地公体、大学、民間コンサル等も利用
可能。

○補修工法の選定の最適化（地公体）
○劣化傾向の分析・研究（大学）
○点検・補修の技術開発（民間）

After

地公体

国交省

点検
ﾃﾞｰﾀ

フィードバックの
仕組みが無い

全国データを
収集

民間

国交省

点検
ﾃﾞｰﾀ

国土交通DPF
連携でオープン化

全国データを
収集

地公体
大学

民間 大学

全国のインフラ維持管理データベースの整備・活用 実施計画
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全国のインフラ維持管理データベースの整備・活用 令和３年度の取組

〇 研究機関・⺠間企業等による技術開発促進
〇 データベースを活⽤した道路維持管理の効率化・⾼度化

目指すべき姿

赤字：PRISM（R３年度実施） 黒字：元施策

・道路構造物の点検・診断データをデータベース化し、一元的に処理・解析が可能な環境を構築
・国土交通データプラットフォームとAPIでデータ連携し、データベースを民間にも公開

国⼟交通データプラットフォーム

研究機関・⺠間企業・⾃治体等

・全国の道路施設の点検データを蓄積するデータベースを整備
・国⼟交通データプラットフォームとAPI連携

基礎ＤＢ

橋梁
ＤＢ

トンネル
ＤＢ

附属物
ＤＢ

舗装
ＤＢ

土工
ＤＢ

ＡＰＩ ＡＰＩ ＡＰＩ ＡＰＩ ＡＰＩ

基礎データ
諸元、判定区分、
措置着手状況等を
想定

詳細データ
部材毎の点検結
果、修繕履歴等

道路施設の点検データベース（イメージ）

高速会社
ＤＢ

○○県
ＤＢ

○○市
ＤＢ

ＡＰＩ ＡＰＩ ＡＰＩ

PR
ISM

ＡＰＩ

閲覧・活用

閲覧・
活用


